
　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

東京都

ア　都内連絡会議自治体への個別支援
　　財務諸表作成にあたっての会計処理の仕方など、
　連絡会議自治体へ必要に応じた助言等を継続

イ　連絡会議の自治体間比較検討部会に参加

ウ　全国の自治体に向け、財務諸表の公表や活用
　などについて動画を配信「公会計推進レポート2024」

エ　意見交換会
　　他自治体の制度運用・活用にあたり、個別の
　課題に対応する意見交換会を実施

オ　総務省「今後の地方公会計のあり方に関する
　研究会」への参加
　　令和5年6月から7回にわたり開催された「今後の
　地方公会計のあり方に関する研究会」において、
　基準の検証・改善、活用方策等の検討に構成員
　として参加

ア　説明会、職員研修
　○各局担当者向けの照合説明会や財務諸表作成
　　説明会を実施し、決算業務を支援
　○各局の会計事務担当者向けに「新公会計制度」
　　の研修を実施

イ　複式直接検査（本庁3部、事務所23所訪問）
　　各局に対して複式直接検査を実施し、案件ごとに
　複式処理の適正性を確認

ウ　財務諸表（概要版）の作成
　　都民向けに「東京都の財務諸表（概要版）」を
　作成・公表し、制度の概要、前年度の比較や
  その増減要因、10年間の指標の推移などについて
  わかりやすく掲載

エ　東京都会計基準委員会の運営
　　公認会計士資格を有する外部有識者３名で構成
　する東京都会計基準委員会において、カーボン
　クレジット取引の会計処理の検討について意見
　交換を実施
.　（会計基準の変更無し）

ア　都内連絡会議自治体への個別支援
　　連絡会議自治体へ必要に応じた助言等を継続

イ　連絡会議検討部会への参加

ウ　意見交換会
　　他自治体の制度運用・活用にあたり、個別の
　課題に対応する意見交換会を実施

ア　説明会、職員研修
　○各局担当者向けの照合説明会や財務諸表作成
　　説明会を実施し、決算業務を支援
　○各局の会計事務担当者向けに「新公会計制度」
　　の研修を実施

イ　複式直接検査（訪問先および件数は未定）
　　各局に対して複式直接検査を実施し、案件ごとに
　複式処理の適正性を確認

ウ　財務諸表（概要版）の作成
　　都民向けに「東京都の財務諸表（概要版）」を
   作成・公表。引き続き、掲載内容について
   わかりやすく説明

大阪府

ア　府内市町村への普及啓発
　○　本府市町村局と連携し、府内市町村に対して
　大阪府の新公会計制度、及び新公会計制度普及
　促進連絡会議の取組や検討結果について紹介

ア　正確な財務諸表の作成
　○　財務会計システムの複式仕訳管理において、
　　資産と費用の区分が必要な仕訳区分を選択した
　　職員に対して、注意喚起を促し、併せて、専門研修
　　への案内をするなど、財務諸表の正確性のさらなる
　　向上のための取組を実施

イ　財務諸表のさらなる活用促進
　○　活用については、「新公会計制度指標分析の
　　手引き」等を使用した財務諸表分析の実践や研修
　　などを実施

　現時点では、特段の予定はないが、他自治体からの
協力依頼等があれば、可能な限り対応する予定

ア　正確な財務諸表の作成
　○　財務会計システムの複式仕訳管理において、
　　資産と費用の区分が必要な仕訳区分を選択した
　　職員に対して、注意喚起を促し、併せて、専門研修
　　への案内をするなど、財務諸表の正確性のさらなる
　　向上のための取組を実施予定

イ　財務諸表のさらなる活用促進
　○　活用については、「新公会計制度指標分析の
　　手引き」等を使用した財務諸表分析の実践や研修
　　などを実施予定

各自治体の活動内容

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

資料１

1 / 8 ページ



　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

新潟県

ア　他自治体からの調査依頼等への協力 ア　財務諸表の公表時期の早期化
　　財務諸表の公表時期を前年度より１ヵ月前倒し、10
月下旬に公表

ア　他自治体からの調査依頼等への協力 ア　財務諸表の公表時期の早期化
　　財務諸表の公表時期を昨年度に引き続き10月下旬
に公表予定（決算審査（10～11月頃）までに公表）

イ　統一的な基準の改定への対応
　　総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュア
ル（R7.3改定）」の改定（所有外資産の資産計上、臨財
債の別途標記）に適切な対応を検討

愛知県 ―

ア　複式運用状況確認
　財務諸表の正確性の確保のため、会計局職員が各所
属の仕訳データを確認し、仕訳誤りについて指導や助
言を実施
・本庁（全13局）
・地方機関（63機関）

イ　公有財産実地調査
　固定資産台帳の正確性の確保のため、財産管理課職
員が実地の財産の状況や工事関係書類等を確認し、台
帳の登録誤りについて指導や助言を実施
・本庁２課室、地方機関１０所属訪問（過去3年間で実地
調査を行っていない所属のうち、前年度の取得価額が
大きく増加した所属を対象）

ウ　職員研修、説明会
○各局職員向けに、複式簿記の基礎知識や経理実務
等に関する研修（動画方式）を実施
○各局担当者向けに、決算整理事務や決算財務諸表
に関する説明会（動画方式）を実施し、決算事務を支援

エ　新公会計制度推進会議
　会計局担当職員を始め、各局予算・経理担当グルー
プ班長等を構成員とする「新公会計制度推進会議」を引
き続き組織し、2回開催

ア　他自治体への支援
　現時点では特段の予定はない
　（他自体からの協力依頼等があれば、可能な限り対
応する予定）

ア　複式運用状況確認
　財務諸表の正確性の確保のため、会計局職員が各
所属の仕訳データを確認し、仕訳誤りについて指導や
助言を実施予定
・本庁（12局）
・地方機関（65機関）

イ　公有財産実地調査
　固定資産台帳の正確性の確保のため、財産管理課
職員が実地の財産の状況や工事関係書類等を確認
し、台帳の登録誤りについて指導や助言を実施予定
・訪問先及び件数は未定

ウ　職員研修、説明会
○各局職員向けに、複式簿記の基礎知識や経理実務
等に関する研修（動画方式）を実施予定
○各局担当者向けに、決算整理事務や決算財務諸表
に関する説明会（動画方式）を実施し、決算事務を支援
予定

エ　新公会計制度推進会議
　会計局担当職員を始め、各局予算・経理担当グルー
プ班長等を構成員とする「新公会計制度推進会議」を
引き続き組織し、2回開催予定
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

大阪市

ア　照会対応
　本市制度や財務会計システムに関しての照会に応じ
た。（名古屋市・福岡市・倉敷市）

ア　財務諸表の精度向上に向けた取組
○財務諸表の適正性を確保するため、各所属及び会計
室での確認を行うとともに、決算業務の効率化を進め
た。
○各所属担当者が段階的に知識習得、能力向上できる
研修を実施するとともに、実情に応じた支援を実施し
た。

イ　分かりやすい公表資料の作成
　決算の要点等をまとめた概要版資料について、指標
を用いた分析内容を改善し、ホームページへ掲載した。

ウ　財務諸表活用に向けた取組支援
〇フルコスト比較による事業評価の仕組みの定着に向
けた取組支援を実施した。
〇課長級以下の幅広い職員を対象に、「財務諸表等活
用研修」をeラーニング形式で実施し、新公会計制度の
有用性に対する職員の意識向上を図った。

ア　視察・照会対応
　他自治体からの照会等があれば、可能な限り対応す
る予定。

ア　財務諸表の精度向上に向けた取組
○財務諸表の適正性を確保するため、各所属及び会
計室での確認を行うとともに、決算業務の効率化を進
めていく。
○各所属担当者が段階的に知識習得、能力向上でき
る研修を実施するとともに、実情に応じた支援を実施す
る。

イ　分かりやすい公表資料の作成
　本市の財政状況について、市民等一般の方にも分か
りやすく、親しみを持ってもらえるよう、引き続き、公表
資料を改善し、ホームページへ掲載する。

ウ　財務諸表活用に向けた取組支援
〇職員のフルコスト意識の定着に向けて事業マネジメ
ント等における財務諸表等の活用支援を実施する。
〇新公会計制度の有用性に対する意識向上及び活用
メリットの浸透に向けて、研修を実施していく。

ア　職員研修（①財務諸表研修、②行政評価シートを活
用した事業マネジメントの考え方の習得を目的とした研
修）
①外部から講師（公認会計士）を招き、入庁１０年未満
の職員や興味のある職員を対象に、「財務諸表の読み
方理解編」と「民間企業に学ぶ財務情報の使い方編」の
二つの研修を開催。
②外部から講師（大学教授）を招き、係長級職員を対象
に、行政評価シートを活用した事業マネジメントの考え
方の習得を目的とした研修を開催。

イ　財務諸表（概要版）の作成
　　「町田市の財務諸表（概要版）」を引き続き作成・公
表。企画ページとして「財務諸表で振り返る2023年度」と
題し、財務情報と事業の成果とを関連付け、財務諸表
の中の注目すべきポイントを掲載した。

ウ　行政評価シート等の作成、公表
　2023年度決算『町田市の財務諸表』『町田市課別・事
業別行政評価シート』『町田市課別・事業別行政評価
シートダイジェスト』を作成、公表した。主な改善点は以
下のとおり。
　・実施した事務事業が、組織の使命や事業目的、成果
指標に対してどのような面で効果を生み出したのかが
わかるよう「有効性の分析」欄を新設した。
　・実施した事務事業に、費用や人員等の資源をどの程
度投入し、その資源に見合う成果がどの程度上げられ
たか等がわかるよう「効率性の分析」欄を新設した。

ア　新公会計制度普及促進連絡会議への参加

イ　他自治体や各所からの視察・取材依頼等への対応

ア　職員研修
　〇新公会計制度や財務諸表について、職員の理解
向上及び行政評価シートを活用した事業マネジメントの
考え方の習得を目的とした研修を実施。
　〇庁内に向けて公会計情報の発信。

イ　財務諸表（概要版）の作成
　　「町田市の財務諸表（概要版）」を引き続き作成・公
表。

ウ　行政評価シート等の作成、公表
　2024年度決算『町田市の財務諸表』『町田市課別・事
業別行政評価シート』『町田市課別・事業別行政評価
シートダイジェスト』を作成、公表する。

ア　視察対応（3件）
　以下の通り、3件の視察対応を行った。
   他自治体からの視察3件
　（うち、市議会からの視察1件）

　他自治体からの視察対応では、財務諸表作成までの
流れ（財務会計システムとの連動や職員の仕訳方法な
ど）や、財務書類作成（体制、作成方法、スケジュール）
等について質疑応答を行った。
　他市市議会からの視察対応では、新公会計制度の
導入による効果、システムの導入費用及び維持管理
費、職員研修のあり方等について質疑応答を行った。

町田市
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

吹田市

ア　リーフレット作成
　  「吹田市の財務諸表 （概要版）」と題するリーフレット
を作成、配布

ア　固定資産台帳との整合性を確保する取組
　   台帳の登録内容と勘定残高を照合する帳票を
　活用し、両者の差異を解消

イ　月次決算整理の実施
　   合計残高試算表の確認等、月次で決算整理
　事務を行うことで決算事務を平準化

ウ　職員研修
　   実務担当者を対象に吹田市新公会計制度
　月次決算整理に関する動画研修を実施

ア　視察対応
　   他自治体からの視察申込について、可能な限り
　対応する予定

イ　リーフレット作成
   　「吹田市の財務諸表（概要版）」と題するリーフ
　レットを作成、配布

ア　固定資産台帳との整合性を確保する取組
　   台帳の登録内容と勘定残高を照合する帳票を
　活用し、両者の差異を解消

イ　月次決算整理の実施
　   合計残高試算表の確認等、月次で決算整理
　事務を行うことで決算事務を平準化

ウ　職員研修
　   実務担当者を対象に吹田市新公会計制度
　月次決算整理に関する動画研修を実施

江戸川区

ア　財務諸表・財務レポートの冊子作成・活用
  〇財務諸表を会計別、所属別、事業別に作成
  〇財務諸表から得られる財務情報と事業の目的、
　　 成果を交えて分析した財務レポートを作成
　〇決算審査や監査の参考資料として活用
　〇新規事業の効果分析及び予算編成への活用

イ　財務諸表・財務レポートを活用した外部委員に
　　よる行政評価の実施

ウ  公認会計士との意見交換会の実施
　　公認会計士の視点で財務レポートを評価し、担当
　　課長と意見交換を行い、疑義の解消や作成意義
　　を確認

エ　職員研修等の実施
　〇新公会計制度情報紙の発行
　〇庁内ネットワーク利用者を対象として江戸川区
　　 財務諸表の概要や分析等についてポータルに
　　 よる自席研修を実施
　〇財務諸表・財務レポートの作成・活用について
　　 管理職をターゲットに研修を実施

オ　財務諸表（概要版）の作成
　 　一般会計財務諸表を用いて各財務諸表の構成
　　解説や、経年比較・指標分析等を掲載。区民向
　　けにHPで公表

ア　財務諸表・財務レポートの冊子作成・活用
  〇財務諸表を会計別、所属別、事業別に作成
  〇財務諸表から得られる財務情報と事業の目的、
　　 成果を交えて分析した財務レポートを作成
　〇決算審査や監査の参考資料として活用
　〇新規事業の効果分析及び予算編成への活用

イ　財務諸表・財務レポートを活用した外部委員に
　　よる行政評価の実施

ウ  公認会計士との意見交換会の実施
　　公認会計士の視点で財務レポートを評価し、担当
　　課長と意見交換を行い、疑義の解消や作成意義
　　を確認

エ　職員研修等の実施
　〇新公会計制度情報紙の発行
　〇庁内ネットワーク利用者を対象として江戸川区
　　 財務諸表の概要や分析等についてポータルに
　　 よる自席研修を実施
　〇財務諸表・財務レポートの作成・活用について
　　 管理職をターゲットに研修を実施

オ　財務諸表（概要版）の作成
　 　一般会計財務諸表を用いて各財務諸表の構成
　　解説や、経年比較・指標分析等を掲載。区民向
　　けにHPで公表

新公会計制度普及促進連絡会議の自治体間比較部
会への参加

新公会計制度普及促進連絡会議の自治体間比較部
会への参加
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

郡山市

ア　他自治体への支援
　システム構築を含む他自治体からの照会・視察等に
対応

ア　歳出目別（課別）・事業別財務諸表の作成・公開

イ　職員活用研修
　新規採用職員研修
　庶務担当者研修

ア　他自治体への支援
　システム構築を含む他自治体からの照会・視察等へ
の対応

ア　歳出目別（課別）・事業別財務諸表の作成・公開

イ　財務諸表の様式一部見直し
　様式の一部簡素化を図り、より事業別財務諸表に重
点を置いた作成方針へ変更する予定

ウ　財務諸表の分析
　予算編成、資産管理、事業見直し等での活用・周知
等を検討
　また、施設のフルコスト換算を活用した使用料見直し
を検討中

荒川区

ア　他自治体との連携等
　　 昨年度に引き続き、他自治体との意見交換等を
　積極的に行い、財務諸表の活用手法等を検討しま
　した。

ア　職員向けマニュアルの整備
　　 より使いやすいマニュアルとなるよう改訂を行い、
　説明会における内容も工夫しました。

イ　各所属における正確な財務諸表作成の支援
　　 昨年度に引き続き支援を行うとともに、より効果的
　なチェック方法を検討しました。

ウ　新公会計制度の区民等への周知
　　 引き続き、包括年次財務報告書、行政評価結果を
　公表し、区報で周知するととともに、区民向けパンフ
　レットについて、区民にとってよりわかりやすものとな
  るよう、内容や構成の工夫に取り組みました。

エ　研修の実施
　 ○会計事務研修の一環として、新任者及び新規
　採用者向けの研修をe-ラーニング方式を活用し、
　継続して実施しました。
　 ○各職員が自らの事業に財務諸表を活用できる
　よ う、財務諸表の読み方等基礎知識のほか、
　事業別財務諸表の分析など、e-ラーニング方式に
　よる実践的な研修を実施しました。

オ　新公会計制度の活用
　　上記の研修や他自治体との連携等を通じ、より
　効果的な活用を検討しました。

ア　他自治体との連携等
　　 昨年度に引き続き、他自治体との意見交換等を積
　極的に行い、財務諸表の活用手法等を検討していき
　ます。

ア　職員向けマニュアルの整備
　　 より使いやすいマニュアルとなるよう改訂を行い、
　説明会における内容も工夫していきます。

イ　各所属における正確な財務諸表作成の支援
　　 昨年度に引き続き支援を行うとともに、より
　効果的なチェック方法を検討していきます。

ウ　新公会計制度の区民等への周知
　　 引き続き、包括年次財務報告書、行政評価結果を
　公表し、区報で周知するととともに、区民向けパンフ
　レットについて、区民にとってよりわかりやすものとな
  るよう、内容や構成の工夫に取り組みます。

エ　研修の実施
　 ○会計事務研修の一環として、新任者及び新規
　採用者向けの研修をe-ラーニング方式を活用し、
　継続して実施します。
　 ○各職員が自らの事業に財務諸表を活用できる
　よ う、財務諸表の読み方等基礎知識のほか、
　事業別財務諸表の分析など、e-ラーニング方式に
　よる実践的な研修を検討していきます。

オ　新公会計制度の活用
　　上記の研修や他自治体との連携等を通じ、より
　効果的な活用を検討します。
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

福生市

ア　都内連絡会議自治体への個別支援
　　一橋大学大学院（11月）において講義を行った

イ　意見交換会
　　東京都主催の「地方公会計の運用に係る意見交換
会」に参加し、制度導入・運用・活用等について情報共
有を行った

ウ　行政視察の受け入れ
　　北海道稚内市からの行政視察の受け入れを行い、
地方公会計制度の導入経緯や実際の運用についての
説明を行った

ア　説明会、職員研修
　職員向け公会計研修について、研修システムを活用し
て実施した

イ　決算審査資料としての活用
　令和５年度決算における事業別財務諸表等を作成、
決算審査特別委員会にて議員への説明に用いる資料
として活用

ウ　公共施設マネジメントシステムにおける活用
　公共施設マネジメントシステムにおいて、固定資産台
帳や事業別財務諸表の情報を一部活用

エ　行政評価・予算編成への活用
　行政評価の対象となった事業に対し、事業別財務諸
表の情報を活用し、行政コスト面における分析と予算編
成への反映を実施した

　令和６年度に引き続き、他団体との意見交換や問い
合わせ対応の際に、日々仕訳の優位性や事業別財務
諸表等の作成・活用について推進していきたい

ア　説明会、職員研修
　職員向けに研修会を実施予定

イ　決算審査資料としての活用
　令和６年度決算における事業別財務諸表等を作成、
決算審査特別委員会にて議員への説明に用いる資料
として活用

ウ　公共施設マネジメントシステムにおける活用
　公共施設マネジメントシステムにおいて、固定資産情
報台帳や事業別財務諸表の情報を一部活用

エ　行政評価・予算編成への活用
　行政評価の対象となった事業に対し、事業別財務諸
表の情報を活用し、行政コスト面における分析を実施
し、予算編成に反映する

八王子市

ア　連絡会議検討部会「自治体間分析部会」に参加 ア　説明会・職員研修等
　○継続して職員研修を実施し、財務諸表の正確性を
確保するとともに、所管課における効率的な公会計業
務執行を支援した。
　○令和6年度は、研修内容を入庁から年数の浅い職
員向けの仕訳入力実務編と、中堅職員向けの財務諸表
分析編の2つを実施し、公会計制度の浸透を図った。

ア　連絡会議検討部会「自治体間分析部会」に参加予
定

ア　説明会・職員研修等
　　継続して職員研修を実施し、財務諸表の正確性
　を確保するとともに、所管課における効率的な
　公会計業務執行を支援する。

中央区

ア　連絡会議検討部会「自治体間比較部会」に参加

イ　地方公会計の運用に係る意見交換会に参加

ア　職員研修
　○管理職、係長及び行政評価に携わる職員向けに
　　財務諸表の見方や行政評価への活用等について
　　研修を実施
　○財務研修の一環として公会計制度の基礎知識に
　　ついて研修を実施
　
イ　仕訳月次確認
　　財務諸表の精度向上のため、仕訳データの月次
  確認を実施

ウ　財務諸表の活用
　　 財務諸表を活用した行政評価を実施

ア　連絡会議検討部会「自治体間比較部会」に参加
  予定

イ　地方公会計の運用に係る意見交換会に参加予定

ア　職員研修
　○管理職、係長及び行政評価に携わる職員向けに
　　財務諸表の見方や行政評価への活用等について
　　研修を実施予定
　○財務研修の一環として公会計制度の基礎知識に
　　ついて研修を実施予定
　
イ　仕訳月次確認
　　財務諸表の精度向上のため、仕訳データの月次
  確認を実施

ウ　財務諸表の活用
　　 財務諸表を活用した行政評価を実施
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

世田谷区

ア　新公会計制度普及促進連絡会議「自治体間比較
検討部  会」への参加

イ　「地方公会計の運用に係る意見交換会」への参加

ア　新公会計制度の決算
〇決算事務説明資料を改訂し、より円滑な決算事務を
支援

イ　効果的な新公会計制度の運用
〇決算参考資料として会計別及び各会計合算財務諸
表を議会に提出し、連結財務諸表とともに公表
〇全事業別財務諸表の公表　等

ウ　職員研修等の継続的な実施
〇職員向け新公会計制度出前講座を実施した。
〇庁内職員向けに常時視聴可能な簿記講義動画を配
信し、理解の向上を図った。

エ　財務諸表の見える化ボードの公表
〇自らが見たい情報を選択して自由に経年比較などを
行える「財務諸表の見える化ボード」の更新・公表

オ　区のお知らせ（広報紙）掲載記事の見直し
〇掲載内容の見直しを図った。

ア　新公会計制度普及促進連絡会議「自治体間比較
検討部  会」への参加

イ　「地方公会計の運用に係る意見交換会」への参加

ア　新公会計制度の決算
〇決算事務説明資料を改訂し、より円滑な決算事務を
支援

イ　効果的な新公会計制度の運用
〇決算参考資料として会計別及び各会計合算財務諸
表を議会に提出し、連結財務諸表とともに公表
〇全事業別財務諸表の公表　等

ウ　職員研修等の継続的な実施
〇職員向け新公会計制度出前講座を実施する。
〇庁内職員向けに常時視聴可能な簿記講義動画を配
信し、理解の向上を図る。

エ　財務諸表の見える化ボードの公表
〇自らが見たい情報を選択して自由に経年比較などを
行える「財務諸表の見える化ボード」の更新・公表

品川区

新公会計制度普及促進連絡会議
「自治体間比較部会」への参加

ア　研修の実施
　E-ラーニング研修「新公会計制度、複式簿記の基礎」
「事業別財務諸表の確認方法」の2講座を品川区公式
ユーチューブチャンネル 「しながわネットTV」にて実施

イ　財務諸表（会計別・全体、概要版）の作成・公表。

ウ　行政評価シートに事業別財務諸表を掲載

エ　よくわかる！品川区財務諸表（概要版）」を作成・公
表。

新公会計制度普及促進連絡会議への出席 ア　職員研修
　昨年度と同様にE-ラーニングで実施
　　〇新公会計制度、複式簿記の基礎
　　〇事業別財務諸表の確認方法
　
イ　財務諸表（会計別・全体、概要版）の作成・公表。

ウ　行政評価シートに事業別財務諸表を掲載

エ　よくわかる！品川区財務諸表（概要版）」を作成・公
表。

オ　品川区会計基準の見直し

渋谷区

ア　「自治体間比較部会」に参加
（新公会計制度普及促進連絡会議主催）

ア　各所属における正確な財務諸表作成の支援
　公会計に関するeラーニングを通年配信し、仕訳など
の仕組みの周知を行った。

ア　「自治体間比較部会」に参加予定
（新公会計制度普及促進連絡会議主催）

ア　各所属における正確な財務諸表作成の支援
　昨年度に引き続き支援を行うとともに、その他正確な
財務諸表作成のための支援策について検討を行う。
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　(1)自治体間連携に関して
　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

　(1) 自治体間連携に関して
　　（他自治体への支援、連携等）

　(2) 自治体内の運用・活用に関して
　（財務諸表の精度向上、財務諸表活用に向けた検討等）

令和6年度（実績） 令和7年度（予定）

板橋区

ア　新公会計制度普及促進連絡会議の「自治体間
　比較部会」に参加。

ア 職員研修
　　係長職向けの研修にて「新公会計制度」の研修を
　実施した。

イ 仕訳審査
　　各課の行った仕訳について、案件ごとに複式
　処理の適正性を確認。適宜修正を行った。

ウ 財務諸表（概要版、詳細版）の作成
　　区民向け冊子「板橋区の財務諸表」の概要版を、
　作成し、併せてHP等で公表した。詳細版についても
　HPで公表した。

ア　新公会計制度普及促進連絡会議の「自治体間
　比較部会」に参加を検討。

ア 職員研修
　　係長職向けの研修にて「新公会計制度」の
　研修を実施予定。

イ 仕訳審査
　　各課の行った仕訳について、案件ごとに複式
　処理の適正性を確認。適宜修正をする。

ウ 財務諸表（概要版、詳細版）の作成
　　区民向けに「板橋区の財務諸表」の概要版を作
　成、併せてHP等で公表する。詳細版についても
　HPで公表する。
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